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企業名 株式会社朝日新聞社

認定

法人番号 6120001059605

代表者 代表取締役社長　角田　克

業種 情報通信業

企業規模 3,651人

企業規模詳細 男性2819人、女性832人　（2026年4月現在）

所在地 東京都 中央区築地5-3-2

電話 03-3545-0131

所在地 大阪府大阪市北区中之島2-3-18　大阪本社

主たる事業 新聞・デジタルメディアによるコンテンツ事業、展覧会などのイベント事業、不動産事業

企業サイトURL（自社の両立支援に関するページ

等）

https://www.asahi.com/corporate/info/14728559

くるみん認定 2007年認定

2010年認定

2013年認定

2016年認定

2018年認定

くるみんプラス認定

トライくるみん認定

トライくるみんプラス認定

男性の育児休業取得率等
公表前事業年度

2025年 4月 1日　～　2026年 3月 31日

公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度において育児休

業等（※）をした男性労働者数の割合
102.2%

公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度において育児休

業等（※）をした男性労働者数及び育児目的休暇（※）を利用した男性労働者数の合計数の割合
104.4%

女性の育児休業取得率
公表前事業年度

2025年 4月 1日　～　2026年 3月 31日

公表前事業年度において出産した女性労働者に対する、公表前事業年度において育児休業等（※）

をした女性労働者数の割合
130.4%

育児休業等の取得の状況に関する備考

くるみんマーク・プラチナくるみんマーク等活用

事例（画像）１

厚生労働省及び都道府県労働局からの均等・両立

推進企業表彰またはファミリー・フレンドリー企

業表彰の受賞の有無

イクメン企業アワード

えるぼし認定 認定段階２

プラチナえるぼし認定
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一般事業主行動計画の内容 プラチナくるみん取得のため、一般事業主行動計画の代わりに次世代育成支援対策の実施状況の公表を行っています。

一般事業主行動計画

我が社の両立支援の取組（現在実施中又は実施し

ていた取組・実績、育児休業平均取得期間など）

＜育児関係＞

社内には労使共同のワーキング・グループがあり、ワーク・ライフ・バランス推進のための制度づくりや職場環境づく

りに取り組んでいます。

　性別にかかわらず多様な働き方、生き方を尊重し、社員の働きがいを高め、さらに活力ある会社になるように努めた

いと考えています。

我が社の両立支援の取組（現在実施中又は実施し

ていた取組・実績など）

＜介護関係＞

・介護休業や介護に関する短時間勤務制度について、社内イントラに掲載し、社員に周知を行っています。新たに管理

職となる社員への研修でも周知しています。

・介護休暇を時間単位で取得する。

次世代育成支援対策の実施状況（プラチナくるみん認定企業）

プラチナくるみん認定年 2018年認定

プラチナくるみんプラス認定

公表年月日 2026 年　 6 月　 25 日

公表事業年度（※1） 2026 年　 4 月　 1 日　～

2027 年　 3 月　 31 日

公表前事業年度（※2） 2025 年　 4 月　 1 日　～

2026 年　 3 月　 31 日

公表前々事業年度（※3） 2024 年　 4 月　 1 日　～

2025 年　 3 月　 31 日

公表前事業年度において育児休業等（※4）をし

た男性労働者数

46人

公表前事業年度において配偶者が出産した男性労

働者数に対する、公表前事業年度において育児休

業等をした男性労働者数の割合

102%

公表前事業年度において、配偶者が出産した男性

労働者数に対する、公表前事業年度において育児

休業等をした男性労働者数及び育児目的休暇制度

（※5）を利用した男性労働者数の合計数の割合

104%

育児目的休暇制度の具体的内容 ベビーケア休暇

ならし保育休暇

⼦ども付き添い休暇

公表前事業年度において出産した女性労働者数に

対する、公表前事業年度において育児休業等をし

た女性労働者数の割合

130%

公表前事業年度において、フルタイムの労働者等

1人あたりの各月ごとの時間外労働及び休日労働

の合計時間数

公表前事業年度において、平均した1か月あたり

の時間外労働時間が60時間以上である労働者数

0人

育児休業に関する制度に準ずる措置 ー

所定外労働の制限 育児に関しては、子が中学校卒業まで、所定外労働の配慮が選択できる制度を整備。

短時間勤務制度 育児に関しては、子が中学校卒業まで、労働日数や労働時間の短縮が選択できる制度を整備。

始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度 育児に関しては、子が中学校卒業まで、2時間の範囲内で始業・就業時刻の繰り上げまたは繰り下げが可能。

育児に要する経費の援助措置等 共済会でベビーシッター代補助あり。

所定外労働の削減のための措置の内容 2016年4月からノー残業デーを実施。各職場でノー残業デーを設定し、達成している。

年次有給休暇の取得の促進のための措置の内容 休日取得促進月間を設け、休日休暇消化率の社員平均100％消化を目指している。

短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他

の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備

のための措置の内容

2017年1月から在宅勤務制度を導入。

公表前々事業年度において出産した女性労働者数

に対する、公表前事業年度に在職している又は在

職していた女性労働者数の割合

100%

育児休業等をし、又は育児を行う女性労働者が就

業を継続し、活躍できるような能力の向上又はキ

ャリア形成の支援のための取組に係る計画の内容

(48）に掲載

内容の実施状況 （49）に掲載

「女性の活躍推進企業データベース」での公表ページはこちら

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=2113
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公表前事業年度において出産した女性有期雇用労

働者数

0%

公表前事業年度において育児休業等をした女性有

期雇用労働者数

0%

公表前事業年度において出産した女性有期雇用労

働者数に対する、公表前事業年度において育児休

業等をした女性有期雇用労働者数の割合

0%

公表前事業年度において、フルタイムの労働者数

のうち、25～39歳の労働者等1人あたりの各月ご

との時間外労働及び休日労働の合計時間数

男性の育児休業取得期間の延伸のための措置 子の誕生休暇（有給・4週間まで分割して2回まで取得可能）を2022年に新設。男性育休2週間以上の取得率100%をめざ

し、意向確認シート提出時に人事部から個別に取得を働き掛けている。

育児休業等をし、または育児を行う労働者が、職

業生活と家庭生活との両立を図りながら、その意

欲を高め、かつその能力を発揮することで活躍で

きるような能力の向上またはキャリア形成の支援

のための取組にかかる計画の内容

若手の頃から育児と仕事の両立をイメージできるようにするため、入社４年目の記者を対象にした年次別研修で、育児

休業を取得し、育児と仕事を両立させている先輩社員の話を聞く時間を設けている。

育児休業等をし、または育児を行う労働者が、職

業生活と家庭生活との両立を図りながら、その意

欲を高め、かつその能力を発揮することで活躍で

きるような能力の向上またはキャリア形成の支援

のための取組にかかる計画の実施状況

2025年度も対面で開催し、「リアルな働き方や時間の使い方がわかった」などの声があった。

【不妊治療と仕事との両立に関する取組の実施状況】

不妊治療のための休暇制度

（年次有給休暇を除く。）

自己充実休職制度（最長３年）

半日単位・時間単位の年次有給休暇付与制度 ウェルネス休暇（月２日。半日単位で取得可）

始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度 2時間の範囲内で始業・就業時刻の繰り上げまたは繰り下げが可能。

在宅勤務又は情報通信技術を活用した勤務を可能

とする制度

遠隔地からオンラインを使ったリモート勤務。

※1 公表を行う日の属する事業年度（各事業主における会計年度）

※2 公表を行う日の属する事業年度の前の事業年度

※3 公表を行う日の属する事業年度の前々事業年度

※4 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業のか、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するための休業

※5 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者を対象とした企業独自の育児を目的とした休暇制度（例：失効年休の育児目的での使用、配偶者出産休暇等）
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